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小学生の放課後対策
令和8年3月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「小学生の放課後対策」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

通告に基づき、市政における一般質問を行います。

大きく４項目。

小学生の放課後対策について。

公立教育保育施設について。

高齢者エアコン設置支援事業について。

期日前投票について質問します。

まず、大きく１項目め、小学生の放課後対策について質問します。

児童の放課後を見守る放課後児童クラブは、共働き家庭の増加により利用児童数が増え、全国で約１５６万人が利用しています。施設数は
約２万６,０００か所ありますが、需要の増加により約１万７,０００人の待機児童がいます。主に小学校低学年の利用が中心で、高学年の
受け入れ不足や指導員の人手不足などが全国的な課題となっています。

日田市におきましても、令和８年４月より、放課後児童クラブの運営が公民館運営事業団によって一元化されました。これにより、国が掲
げていた放課後子ども総合プランを実施できる環境が整ったものと考えます。この新たな体制の下で、放課後児童クラブについて、今後ど
のような展望を描いておられるのか、市としての考えをお示しください。

また、教育大綱の解説にある放課後子ども総合プランの充実とは、具体的にどのような方向性を示しているのか、お示しください。

あわせて、放課後子ども総合プランの概要についても御説明お願いします。

○福祉保健部長（河野健資） ［登壇］

私からは、議員お尋ね１点目の小学生の放課後対策について、２点目の公立教育、保育施設について、３点目の高齢者エアコン設置支援事
業についてお答えをいたします。

まず、１点目の小学生の放課後対策についてでございます。

議員御案内の放課後子ども総合プランについては、平成２６年に厚生労働省と文部科学省の連携のもと策定され、全ての就学児童が放課後
等を安全、安心に過ごし、多様な体験活動ができる環境を整えることを目的に、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的な実施を中
心に計画的な整備をすることが示されたものでございます。その後、平成３０年には、新放課後子ども総合プランが策定され、女性就業率
の上昇等も踏まえた待機児童の解消や、学校施設の積極的な活用などを柱として、令和５年度末までの整備目標が示されました。現在は、
こども家庭庁と文部科学省が放課後児童対策パッケージ２０２６を策定し、引き続き、放課後の児童の居場所確保に向けた取組が推進され
ているものと承知しております。

こうした国の動向を踏まえ、本市におきましても、昨年３月に第３期日田市子ども・子育て支援事業計画及び放課後子ども総合プラン第３
期日田市行動計画を策定し、令和１１年度末までの放課後児童クラブの目標利用料を定めるとともに、学校施設の活用方策を盛り込むなど、
計画的な整備を進めているところでございます。

また、日田市子ども・子育て支援事業計画については、来年度のこども総合部の設置を見据え、今年度見直しを行っておりますが、放課後
児童クラブの充実を重要な施策として位置づけることを考えております。

こうした中で、本市における放課後児童クラブは、これまで保護者を中心に運営されておりましたが、令和５年１２月に保護者の運営負担
軽減と安定的な運営基盤を確立するため、全ての児童クラブを日田市公民館運営事業団に段階的に一元化する方針を決定したところです。
この方針に基づき、令和６年１１月に１０クラブが、令和７年４月に５クラブが公民館運営事業団に委託し、今後、令和８年４月に５クラ
ブが委託することで、市内２１クラブ全てが公民館運営事業団による運営となる予定でございます。

この放課後児童クラブの運営一元化により、まず運営主体が統一されることで、共通した方針のもと運営が可能になるといったメリットに
加えて、教育委員会との関わりのある公民館運営事業団が放課後児童クラブの運営を行うことから、放課後児童クラブの運営に教育的な視
点を取り入れやすくなること、福祉施策と教育施策の連携が図られ、これまで以上に放課後子ども教室との調整が円滑に行えるようになる
ものと考えております。
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こうしたことから、議員御案内のとおり、これまで放課後子ども総合プラン等で国が示してきた放課後対策の一体的推進の理念を実現しや
すい体制に近づいたものと認識をしております。さらに、今後、来年度設置する予定のこども総合部において、福祉部門と教育部門が一元
化した組織体制のもと、放課後児童クラブの運営を含む放課後児童対策全般について、こども総合部で所管することとしております。

これにより、これまで福祉保健部で策定していた第３期日田市子ども・子育て支援事業計画と、教育委員会が策定していた放課後子ども総
合プラン第３期日田市行動計画について、一体的に進捗管理することが可能となるとともに、相乗効果を高めながら、より効果的に放課後
対策を推進できるものと考えております。

今後とも、子供を真ん中に、全ての子供にとって豊かな放課後の時間が確保されるよう、総合的な放課後対策を進めてまいりたいと考えて
おります。

○教育次長（衣笠雄司） ［登壇］

私からは、小学生の放課後対策についての御質問のうち、放課後子ども総合プランの充実の方向性についてお答えいたします。

放課後子ども総合プランは、平成２６年に厚生労働省と文部科学省の連携のもと策定され、共働き家庭等の児童の小１の壁を打破するとと
もに、全ての児童が放課後等を安全、安心に過ごし、多様な体験活動を行うことができる環境を整えることを目的に、放課後児童クラブの
受皿の拡大とともに、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的な実施を中心に、計画的な整備についての方針が示されたものでござ
います。

現在、こども家庭庁と文部科学省の連携により、放課後児童対策パッケージ２０２６が策定され、引き続き、放課後の児童の居場所確保に
向けた取組が推進されているところでございます。

本市におきましても、放課後児童クラブと放課後こども教室の両事業の整備や運営を計画的に進め、両事業に関係する機関や団体などと連
携を深めることを目的に、平成２９年に放課後子ども総合プラン日田市行動計画を策定し、現在３期目を迎えております。

こうした中、日田市教育大綱の見直しに伴い、「Ｔａｋｅ Ａｃｔｉｏｎ ｆｏｒ

ｔｈｅ ｆｕｔｕｒｅ 学び、考え、行動する未来の社会を創るのはわたしたち」の基本理念に基づき定めた３つの基本方針のうち、「日田
の子どもを地域とともに」の方針の中に、地域との交流や体験活動を通じ、社会と関わる学習を推進する取組の一つとして、放課後子ども
総合プランの充実を定めるものでございます。

そこで、議員お尋ねの放課後子ども総合プランの充実の方向性でございますが、教育大綱に定める放課後子ども総合プランの充実につきま
しては、地域の方々の協力も得ながら、児童の宿題や自主学習などの補充学習、工作や科学の遊び、調理実習などの体験学習、文化活動、
地域住民との交流活動などを通じて、全ての児童に多様な体験活動の機会を提供している放課後子供教室の充実を図るものでございます。

具体的には、放課後子ども教室は現在、地区公民館や集会所等で１２教室開設をし、夏休みなどの長期休暇を中心に、年間１０日間程度実
施しておりますが、今後も放課後を安全、安心に過ごし、多様な体験、活動ができる機会を増やせるよう、地域の実情に応じて、放課後子
ども教室の新規開設を進めていくとともに、新年度新設されますこども総合部との連携を図り、放課後児童クラブの児童も放課後子ども教
室の多様な活動や学びに参加できる環境を整備し、両事業の一体的、連携的な実施を推進することで、放課後子ども総合プランの充実に努
めてまいりたいと考えております。

私からは以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

それでは、小学生の放課後対策について再質問いたします。

先ほどの理念とこども総合部で一体的に見るとか、そういったことに関しては、いい方向性だなと思ったところでございます。しかし、実
情はちょっと異なるような認識があるので、質問させていただきます。

日隈小学校の放課後児童クラブについてお伺いします。

日隈校区の利用者は年々増加しており、来年度の登録予定者は約９０人と伺っています。現在は校舎内の教室を利用し、教室定員はおよそ
５０人程度で、定員を大幅に上回ることが懸念されます。さらに、来年度は物価高騰対策として利用料補助も予定されており、登録者だけ
でなく、実際の利用希望者も増える可能性があります。

そこでお伺いします。来年度、放課後児童クラブを利用したくてもできない児童が生じる可能性があると考えますが、どのような対策をさ
れているのかお伺いします。

○福祉保健部長（河野健資） ［答弁］

お答えを申し上げます。



一般質問｜議事録 令和8年3月定例会

正式会議録からのテーマ別抜粋 3

利用定員を超えている放課後児童クラブへの対応については、こども家庭庁及び文部科学省が示しております、先ほど申し上げた放課後児
童対策パッケージ２０２６におきまして、持続可能性や安全性、利便性を考慮する必要があるため、学校施設等の既存施設の活用をより一
層推進することを基本として、受皿の確保を図ることが示されております。

本市におきましても、この方針を踏まえまして、利用定員を超える見込みがある場合には、まず学校内の空き教室の活用が可能かどうかを
検討し、その上で困難な場合には、近隣の公共施設の活用を図ることで、待機児童が発生しないように対応しているところでございます。

こうした中、議員御案内のありましたとおり、日隈放課後児童クラブにつきましては、現在、定員５１名に対して６２名の方が登録をして
おられますが、来年度は８６名の利用申請があったところでございます。このため、日隈小学校にタイムシェアを含めた空き教室の活用に
ついて協議をしたところ、特別支援学級の増加等の事情から、児童クラブとして活用できる教室を確保することが困難との御判断に至った
ところでございます。

こうした状況を踏まえ、利用を希望する日隈小学校の児童については、学校敷地外の日田玖珠産業振興センター内に設置をしております、
ひたっ子放課後児童クラブで受入れを行うことで、待機児童が発生しないように対応することを考えております。

以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

施設外で対応するということは理解しました。

また、日隈校区は人口が増加している地域であり、普通教室の必要性も高まっています。加えて特別支援学級も先ほどおっしゃられたよう
に増加傾向にあり、学校現場では教室の確保に苦慮しているとの声もあります。この課題は放課後児童クラブだけでなく、学校運営全体に
影響を及ぼす問題であると考えます。現在の状況としては、どのように認識しているのかをお伺いします。

○教育次長（衣笠雄司） ［答弁］

学校の状況のほうは、私のほうからお答えさせていただきます。

御案内のとおり、日隈小学校については、８年度から１クラス普通教室が増えまして、全学年で２クラスとなりますことから、普通教室も
１クラス必要となります。また、議員からも御案内のとおり、他校でも一緒ですけれども、特別支援学級という開設がどんどん増えている
状況でございますので、このことに対しても、どこの学校も苦慮している状況ということで、いろんな教室を確保することには、各学校に
おいて厳しい状況があるということは、私ども市教委としても把握をしているところでございます。

また、学校教育活動に支障がないことを優先ということにはなろうかと思いますけれども、同じ学校に通う児童の放課後の居場所確保など
の目的としております放課後児童クラブの重要性も十分に認識をいたしておりますので、議員御案内のとおり、確保は厳しい状況ではござ
いますけれども、まず、学校現場の状況ですとか、学校現場の教師の意見等もしっかり聞いた上で、新年度からはこども総合部になります
けれども、そちらのほうとも十分な情報共有をいたしながら、確保できる部分については、いろいろな方法での確保ということも考えられ
ますので、進めてまいりたいというふうに考えているところでございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

いろんなことをやっていただくということなんですけれども、現状として、来年、特別支援学級、日隈小学校におきましては、支援学級は
５教室となって、３つの物理的な部屋を活用して運用するようです。そのうち１つの部屋は、特別支援学級と放課後児童クラブが共有しな
いといけないこと、全ての教室が独立した部屋ではなく、１つの部屋に２つの教室が入った状況になります。見方によっては、３つの物理
的な部屋が不足していると判断できます。つまり、今、日隈小学校には余裕教室というものが存在していなく、見方によっては不足してい
る状況と私は認識しております。

この状況において、今現在、校舎内にある放課後児童クラブの今後についてお伺いします。５年後には、人口減少によって余裕教室で対応
可能となると見解があるようですが、それまでの５年間をどのように運用していくのか、その方向性を教えてください。

○福祉保健部長（河野健資） ［答弁］

お答え申し上げます。

議員御案内のありましたとおり、市内全体の人口は、全体では減少傾向にある中、日隈小学校区の児童数は、今後５年間で約２３０から２
５０人辺りで推移することが見込まれております。これに伴い、日隈児童クラブの利用申込みは、共働き世帯の増加傾向にあることも考え
ると、今後５年間は平均９０人程度で推移することが見込まれます。

こうした状況を踏まえまして、今後５年間の基本的な対応の方向性としましては、日隈小学校区の対応方針は、現在と同様、学校施設の活
用第一としつつも、日隈小学校の様々な事情にも配慮すると、当面は既存の教室の活用というのは、直ちには難しい状況にあることは認識
しておりますので、まずは、ひたっ子児童クラブでの受入れを基本としながら、その利用状況あるいは日隈小学校の児童数の推移を見極め
ながら、対応策を検討したいと考えております。
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以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

市長にお伺いします。

小学校の放課後を見守る必要性は年々高まっており、利用希望者も増加しております。しかし、現状では地域によって受入れ人数に差が生
じている状況があります。放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体的、あるいは連携して進めるこ
とで伸ばす教育の実践にもつながるのではないかと考えていますが、そこで、市長の考える今後の放課後対策の基本的な考えをお聞かせく
ださい。

○市長（椋野美智子） ［答弁］

子供にとって、放課後は単に学校が終わってから家に帰るまでの余った時間というのではなく、人間形成にとって極めて重要な意味を持つ
と考えております。それは、学校という決められたカリキュラムから解放され、何をして遊ぶか、誰と過ごすかを自分自身で選択し、自発
的に行動できる貴重な時間であり、異なる年齢の子供たちと関わり合い、遊びのルールを自分たちで作ったり、時には葛藤やトラブルを乗
り越えたりする中で、協調性や社会性、他者を思いやる心を育む時間であり、また、学校生活で気を張っていた子供たちがほっと一息つき、
ありのままの自分を出して心身を休めるための時間でもあります。

このような観点から、放課後児童クラブは何よりもまず、安心、安全な場であり、発達段階に応じた遊びと生活の支援をする場であり、自
己肯定感を育む関わりが求められています。

２月に作成した教育大綱の解説でも述べましたが、今、子供たちに求められるのは、自ら問いを立て、情報を収集し、多様な仲間と共同し
て答えを見つけ、新しい何かを作り出し、そして社会をよりよい方向に変えていく力です。そんな力を得る上で、この放課後という時間は
とても貴重だと考えています。

ですから、放課後児童クラブについて、まずは待機児童対策を重点的に進めますが、併せて地域の方々の御協力も得て、主体的で多様な学
びの機会を得られるようにしてまいりたいと考えております。

議員御指摘の放課後子ども教室の連携も大変有効だと考えております。４月から、全ての放課後児童クラブの運営が公民館運営事業団に委
託され、公民館との連携が取りやすくなりますので、新設されるこども総合部において検討し進めてまいりたいと考えております。


